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第 3 章 水環境・水資源分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※図表・写真等の使用に際しては、出典を必ず明記いただけますようお願いいたします。 

 

※         印のある図表・写真は使用にあたり執筆者等への連絡が必要のため環境省に問合せ願います。 

 

※         印のある図表・写真は使用にあたり学会等、引用元の使用許諾等が別途必要ですのでご注意下さい。 
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3.1 影響のメカニズム 

 

(1) 影響のメカニズムの構成要素 

水環境・水資源分野における温暖化影響のメカニズムを構成する要素を、表 3-1 に示す。 
 
 

表 3-1 影響のメカニズムの構成要素 

気候要素の例 気温上昇、降水パターンの変化（平均雨量増加、降雨変動増大、豪雨

の頻発、積雪量の減少等）、海面上昇、台風の大型化 等 

自然的要素の例 水温上昇、水質の変化、融雪時期の早まり、河川流量の変化（融雪期

の河川流量の減少等）、水田・稲等の蒸発散量増大、植物プランクト

ンの増殖、湖内循環の変化、地下水の塩水化、塩水の河川遡上 等 

社会的要素の例 田植え時期の早まり、その他作物植え付け時期の変化、飲料水等の水

需要の変化、節水機器の普及 等 

影響の例 渇水リスクの増大（取水制限・給水制限等）、河川取水障害、災害時

の長期断水、豪雨による洪水被害の増大、ゼロメートル地帯での高潮

災害、濁水・異臭・重金属や栄養塩類の溶出等の水質障害、地下水利

用上の支障、水域の生態系の劣化 等 
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(2) 影響のメカニズム 

水環境・水資源分野における温暖化影響のメカニズムの全体像を図 3-1 に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

図 3-1 気候変動による水環境への影響相関図（国土交通省, 2007） 
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3.2 現在把握されている影響 

水環境・水資源分野において表れる渇水、水温上昇、水質悪化等の事象は、現時点において必ず

しも気候変動の影響と断定できるわけではない。しかし、将来、気候変動が進行すれば、これらの

事象が頻発する可能性があり、それによって甚大な被害が及ぶことも憂慮されている。このため、

本節では、「3.3 将来予測される影響」や「4. 適応策」の検討に資するよう、気候変動による影響

であるかどうか現時点で明確には判断し難いが、その可能性が高いと考えられる事象、気候変動が

進行すればさらに増加すると考えられる事象も含めて扱うこととした。したがって、本節の「現在

把握されている影響」は、気候変動の影響として観測された事例ではないことに留意が必要である。 
以下では、最初に降水量・積雪量の変化の傾向を述べ、次に「河川水」「湖沼・ダム湖」「地下水」

の水源タイプ別に事例を整理した。また、影響事例として、渇水、洪水、水質悪化など自然環境へ

の影響と、断水、時間給水、飲み水被害など社会的影響の 2 つのタイプが想定されるが、ここでは

いずれも扱っている。 
 
 

(1) 降水量・積雪量の変化 

 
1) 降水量の年変動幅の増加 

年降水量は、近年、極端に少雨の年が増えているとともに、少雨の年と多雨の年の年降水量の開

きが次第に大きくなりつつあり、年変動が大きくなる傾向が認められる（図 3-2）。 
豪雨に関しては、このような年変動の傾向によりもたらされる影響と、1 日、1 時間等の極めて

短い時間スケールの豪雨の発生によりもたらされる影響がある。近年、時間雨量 50mm 以上等の短

期集中型の豪雨の頻度も増加する傾向にある。年変動の傾向と短期的な現象の双方に着目する必要

がある。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 年降水量の変動状況（国土交通省, 2007） 

 
 
渇水の最近の例として、例えば、2005 年は、4 月以降、西日本を中心に降水量の少ない状態が続

いた。4～6 月の 3 ヶ月間降水量は、東海地方から九州地方にかけての多くの地点で平年の 20～50％
程度となり、54 地点で最小値を更新する渇水が生じた。（図 3-3）。 

 

最近 20～30 年は、少雨の年

と多雨の年の年降水量の開

きが大きくなっている。 
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図 3-3 3 ヶ月間降水量（2005 年 4～6 月）平年比図（国土交通省, 2006） 

 
2) 豪雨の増加 
近年、集中的に雨が降る事例が多くなってきていることも、災害に対処するという観点から懸念

される変化である（内閣府, 2007）。全国に約 1,300 箇所ある気象庁のアメダス観測点でのデータを

基に、強い降雨の発生頻度を 10 年単位で整理した結果が図 3-4 であり、1 時間に 50mm 以上、100mm
以上という強烈な雨の発生回数が近年明らかに増えている。豪雨は災害につながる。最近の 10 年

を見ると、表 3-2 に示すように日本の各所で顕著な災害が起こっている。 
こうした近年の豪雨の増加が、温室効果ガスによる温暖化によるものと科学的に判断するにはま

だ検討を要する状況にある。しかし、今後 21 世紀中に、東アジア域では強い降水が増加する可能

性がかなり高く、熱帯低気圧に伴う極端な降雨と強風が増大する可能性が高いとの気候予測が

IPCC 第 4 次評価報告書第 1 作業部会報告書により示されていること、我が国が元々風水害、土砂

災害を受けやすい地理的特性を持っていることを考えれば、災害につながる事象の増加傾向には十

分な警戒と備えを怠らないことが求められる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

図 3-4 日本における強い雨の観測回数の経年変化（内閣府, 2007） 
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表 3-2 最近 10 年に生じた代表的な豪雨災害等 

2000 年：東海豪雨 

2003 年：九州北部を中心とした梅雨前線豪雨（遠賀川、福岡市街） 

2004 年：新潟や福井等での梅雨前線豪雨（刈谷田川破堤、足羽川破堤）、観測史上最多の 10 個の台風上陸

と各地での被害（円山川破堤） 

2005 年：東京 23 区内における時間雨量 100mm を超える猛烈な雨による浸水被害、台風 14 号災害（大淀川、

五ヶ瀬川） 

2006 年：中部、中国、九州地方における梅雨前線豪雨（川内川、天竜川） 

 

 
3) 積雪量の変化 

 北日本日本海側、東日本日本海側、西日本日本海側で平均した年最深積雪の 1962～2004 年まで

の経年変化を図 3-5 に示す。この図をみると、すべての地域において、1980 年代はじめの極大期か

ら 1990 年代はじめにかけて大きく減少しており、それ以降やや増加傾向がみられるものの、1980
年以前に比べると少ない状態が続いていることがわかる。この減少の程度は東日本日本海側、西日

本日本海側で大きい。特に西日本日本海側では 1980 年代半ばまでは平年比 200％を超える年が出現

していたものの、それ以降は全くあらわれていない。 
 全期間を対象として算出した 10 年あたりの長期変化傾向は北日本日本海側、東日本日本海側、

西日本日本海側においてそれぞれ、－4.7％、－12.9％、－18.3％となっており、東日本日本海側、

西日本日本海側で有意な減少傾向が認められる（危険率 5％）。 
 この主な要因として、北日本から西日本にかけて冬平均気温が 1980 年代後半に顕著に上昇した

ことで、東日本日本海側、西日本日本海側では降水が雪ではなく雨となる場合が多くなったこと、

また、同期間における冬季の降水量が有意（危険率 5％）に減少している東日本日本海側では、降

水量自体が減少していることが挙げられる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-5 日本の年最深積雪平年比の経年変化（気象庁, 2005） 

凡例：各地域とも、細い線は年々の値、太い線は 11 年移動平均値 
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コラム：気温上昇、積雪の増加で北海道東部の野良芋が繁茂 

 
 北海道十勝地方では温暖化によって、野良芋の繁茂が問題になっている。従来は馬鈴薯の収穫後に残され

た芋が、冬季に土壌凍結した際に凍死していた。土壌凍結には、極低温であり、かつ積雪が少ないことが必

要となる。北海道農業研究センターの鮫島良次氏の報告によると、近年では、取り残しの芋が凍死せず、野

良芋化し、春先に雑草化する問題が顕著になっており、これは温暖化の影響（気温の上昇、積雪の増加）に

より土壌凍結が起きないことが要因の一つと推測されている。「野良イモは後作の生育を阻害するほか、ジャ

ガイモシストセンチュウなどの病害虫密度を高めることにもつながる。野良イモの除去は翌年夏の人力除草

時に行うが、塊茎を確実に引き抜く必要があり、多大な時間を要している。」（鮫島, 2008） 
 この問題に対して、圧雪による凍結の促進や除草剤などの対応が取られているが、新たなコストが生じて

いる。積雪の増加は、一見水資源を新たに生み出すように見られるが、その土地にすでに適応した農業スタ

イルの変更を強いることになる。 

 
(2) 河川水 

1) 水量 
(1)の「1) 降水量の年変動幅の増加」において述べた変動幅の増大は、河川水量の年ごとの変動

幅が増大していることを意味する。一方、河川水量が少ないときに水を供給し水利用に支障が出る

のを防ぐダムは、通常は、代表的な 10 年間の中で雨が 1 番少ない年（利水基準年と言う）でも水

利用に支障が出ない河川水量を確保できるように貯水池容量が決められる。その利水基準年は、現

在日本で使用されているダムの半分以上で、1956 年から 1975 年の間に設定されており、近年の降

水量変動を反映したものにはなっていない。 
このことがもたらす課題について、木曽川水系の完成あるいは建設中のダム群を用いた例示を図

3-6 に示す。この図をみると、計画当時の開発数量（計画値）では、代表的な 10 年間の中で一番厳

しい渇水年にも毎秒約 88m3の利用できる水量を生み出すよう計画されたダム群が、最近 20 年の降

雨や河川流量で評価した場合、安定的に供給可能な量としては計画値の 6 割程度しか供給できてい

ないことがわかる。また、近年の気象データを基にした代表的な 10 年間の中で一番厳しい渇水年

における供給可能量は、計画値の約 4 割程度しか供給できないことがわかる。ここには、ダムを計

画・建設した段階で確保したはずの渇水対応能力が、気候変動によって、最近は有意に低下してい

るという構図が現れている（山本聡, 2007；国土交通省, 2003）。 
 
 
 
 
 
 
 

 
開 発 数 量 （ 計 画 値 ） ： 昭和 20 年代前半～昭和 40 年代後半の気象データを基にして、10 年間で１番厳しい渇水時に対応

できるよう計画し建設されたダム等の開発水量 

安定供給可能量（ 2/20）： 近年の 20 年間で２番目の規模の渇水時において、河川に対してダム等による補給を行うことによ

り、年間を通じて供給が可能となる水量のこと。 

近年最大渇水時供給可能量： 近年の気象データを基にした 1/10 渇水時相当における供給可能水量 

図 3-6 最近の降水量変動の増大が渇水対応能力に与える影響の分析例（木曽川水系のダム群対象）

（国土交通省, 2007） 
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なお、国内各地における河川流量の変化やそれに伴う社会的影響については、以下の事例が報告

されている。 
筑後川に関する報告（河村ら, 2004）では、大渇水の年であった 1978 年及び 1994 年では、中・

下流域における平水流量1以上の流量が 10 年確率渇水年をかなり下回り、特に最大日流量が著しく

小さくなるなどの厳しい渇水であった。また、筑後川に関する別の報告（神野ら, 2005）では、2002
年の少雨（特に夏季（6～9 月）は平年の 42%（443mm））により、最大 55%の取水制限が発生し、

利水に大きな影響が及んだとされる。 
東北地方の米代川水系に関する研究（石井ら, 1998）では、夏季の渇水時流量は、降水量、気温

に加え，森林量（もしくは森林バイオマス量の蓄積）も影響しており、河川の水枯れについては、

夏季の高温及び森林量の増大が一因となっているため，更新に伴う森林の伐採は，渇水緩和機能お

よび干渉防止機能に役立つ場合もあるとしている。 
 
2) 水温・水質 

気候変動に伴う気温上昇や渇水により、河川水の水温・水質に変化が生じ、これが水利用や水域

の生態系等に影響を及ぼすことが想定される。 
既存の報告（尾崎ら, 1999）では、9 年間にわたる国内の 34 の一級河川の水質データとその流域

の気象データ（AMeDAS）を併せて、流域内最下端の河川水質（水温、BOD、DO、DO 飽和度、

SS、pH）への影響を統計的に解析している。その結果から、いずれの地域でも、気温と各水質項

目の相関には季節差が見られること、特に夏場には気温と水温に強い正の相関（傾き 1.4）が見ら

れ、これは強い短波輻射の影響であることが指摘されている。また、冬場に比べて、夏場では、そ

の他の多くの水質項目でも相関が強く（1℃上昇に対して、BOD で 1.10 倍）、これは生物活動が活

発化するためと推測している。一方、降水量と各水質項目との相関は、水温以外には見られず、影

響は小さいと考えられる。 
森（2000、2007）は、気温上昇による降水量の減少を想定し、1994 年夏期における木曽川の事例

を用いて、河川水温と気温の月平均値の間に有意な相関が認められることを指摘している。そして、

流域の保水力があり、無降雨での流量が十分に確保されている河川2を除き、地球温暖化は河川水

温の上昇に影響することを示している。 
また、香川県環境森林部環境政策課（2007）は、県内の 5 河川（財田川、土器川、綾川、香東川、

鴨部川）について、1979～2005 年までの 27 年間に観測した水温測定結果の年平均値の変化を調べ

た結果、各河川とも年平均水温は上昇傾向にあり、その上昇率は 0.012～0.065℃／年であったこと

を報告している。水温上昇は、都市活動からの廃熱や河川流量低下などにも影響されるため、単純

に地球温暖化に影響された結果とは判断できないが、温暖化影響を認識するために、河川水温モニ

タリングデータが解析された事例である。 
さらに、埼玉県越生町

おごせまち

において、1996 年 5 月から 6 月にわたり発生したクリプトスポリジウム3水

系集団感染（患者数 8,000 名以上）において、気温の変化が影響している可能性が報告されている

（遠藤ら, 2006）。最高気温が摂氏 25 度を超えると、飲水行動が変化し飲水量が 10 倍になるという

仮定をおくと、集団感染の顕在化を定性的に説明できそうであるというものである。水源における

病原体の相対的に高い濃度での存在と、浄水処理の不備あるいは瑕疵とが同時に生じている場合、

気温の上昇により、需要側において飲水行動が変化して大規模集団感染の発生の引き金につながる

                                                 
1 河川の日流量を 1 年を通じて小さい方から大きい方へ整理したとき、１年を通じて 185 日はこれを下回らない流量。河川の流況を示

すための指標の一つ。 
2 直接流出量（降雨が土壌に浸透せずに直接河川に流出する水量）に対して、基底流出量（無降雨時の低水流出する水量）が量的に大

きな比率を占める流域の河川。源流域に森林などの地下水涵養域が多く比較的なだらかな流域の河川が該当する。 
3 クリプトスポリジウムは、人の小腸の上皮細胞に寄生し増殖する原虫であり、感染後 4～10 日後に下痢や腹痛、38℃を越えない発熱、

食欲不振、嘔吐などの症状が出る。水道水や食品を介した集団発生が問題となる。 
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おそれもあるという事例である。相対的に高い気温が長期に継続するような気候になった場合、水

に関する社会基盤システムの弱い部分（脆弱性）が顕在化するおそれがあり、水資源社会基盤シス

テムの強化が必要となる。 
 
(3) 湖沼・ダム湖 

 
1) 水量 
気候変動によって極端な渇水や豪雨が増えると、湖沼・ダム湖の水量に変化が生じ、これが水利

用や水域の生態系等に影響を及ぼすことが想定される。 
琵琶湖では、1994 年 9 月、渇水によって観測史上最低水位となる B.S.L.4-1.23m まで水位が低下

した。また、1995 年 5 月には、洪水により B.S.L.+0.93ｍにまで水位が上昇した。近年では、2000
年 9 月に B.S.L.-0.97m、2002 年には 9 月から 12 月の長期にわたって同-0.9m 前後の低水位を記録す

る（最低水位は同-0.99m、11 月 1 日）など、渇水が頻発し、水位低下の度合いも大きくなってきて

いる（滋賀県琵琶湖研究所, 1996）。 
神奈川県では、1996 年に、1967 年以来 29 年ぶりの渇水に見舞われた。まず、1995 年 8 月以降の

記録的な少雨により、相模湖・津久井湖・丹沢湖の貯水量が大幅に減少し、県営水道、横浜市営水

道、川崎市営水道、横須賀市営水道は、1996 年 2 月 26 日から 5％、3 月 4 日から 10％の取水制限

を実施し（県営水道、横浜市営水道、横須賀市営水道は同率の給水制限も実施）、一部地域で断水

が発生する等の影響が出た。4 月に入ってからはまとまった降雨があり、4 月 24 日に取水制限が解

除されたが、6 月に入っても空梅雨のため雨が降らず、相模湖・津久井湖・丹沢湖の貯水量が満水

時の 40％を切ったため、県営水道、横浜市営水道、川崎市営水道、横須賀市営水道は、7 月 5 日か

ら 5％、11 日から 10％の取水制限及び給水制限を実施し、一部地域で断水が発生するなどの影響が

出た。その後、7 月 20 日から台風の影響による大雨があり、7 月 23 日に取水制限が解除された。

気候変動により大きな渇水の頻度が増える場合には、このような取水制限・給水制限、断水等の社

会的な被害がもたらされることも考えられる（神奈川県ホームページ）。 
さらには、伝統行事・文化財等への影響も想定される。例えば、諏訪湖の伝統行事である「お神

お み

渡り
わ た り

5」は、「明海（結氷せず）」及び「お神渡りなし」の記録の頻度が 1951 年以降急速に増加して

おり、現時点では気候変動が要因であるかどうか定かではないが、気候変動が進行すれば、このよ

うな現象も増えるものと考えられる（新井ら, 2000）。 
 
2) 水温・水質 
気候変動に伴う気温上昇や渇水により、ダム湖・湖沼の水温・水質に変化が生じ、これが水利用

や水域の生態系等に影響を及ぼすことが想定される。 
福島ら（1998）は、17 年間にわたる水質観測資料をもとに、霞ヶ浦における水質に気象が及ぼす

影響を解析し、気温 1℃上昇に伴い、水温は 0.75～0.96℃、COD は 0.92～1.7mg/L、SS は 3.9～11.9mg/L
上昇していたことがわかった。また、流入河川水温がダム貯水池水温に与える影響についての予測

モデルが構築されているが、その流入河川水温は移動平均気温との相関が高いと指摘されている

（藤田ら, 2006）。 
琵琶湖では、1994 年の渇水期間の夏季には、北湖の表層水温が平年より高く、水温躍層6の形成

が強くなったこと、渇水のため河川からの栄養塩類・懸濁物の流入が少なく、表層水はきれいに見

                                                 
4 琵琶湖基準水位 
5 「お神渡り」とは冬に湖水の氷結面の一部にできる盛り上がった氷堤のこと。気温が下がると氷が収縮して裂け、そこに下の水が上

がって結氷し、気温の上昇に伴って氷が膨張して、裂け目の氷が持ち上げられ、それが道のように続いている現象。諏訪湖では諏訪大

社上社から男神が下社の女神のもとへ通った道筋といわれている 
6 水温躍層とは、太陽により温められた表層水と冷たい深層水の間に存在する、水温が急激に変化する層のこと。水温躍層を境にして

上層(表層)と下層(深層)では密度が大きく異なるため、ほとんど水が交流することはなく、水質的に異なる環境が作り出される。 
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えるが（透明度は 9～14ｍと例年に比べ高い）、目に見えない躍層付近ではクロロフィル-ａ濃度の

ピークがあり、水温躍層付近で植物プランクトンが増殖していることが報告されている。また、速

水・藤原（1999）は、滋賀県の観測データをもとに琵琶湖の水温上昇の傾向を明らかにしている。

気温の上昇速度（0.07℃/年）に比べて、湖水温の上昇は高く、その傾向は湖底ほど顕著である（0.123℃
/年）ことを指摘している。水温上昇による微生物活性の増加に伴い、貧酸素化の懸念増加、水温上

昇に伴う飽和溶存酸素濃度の低下、冬季間の短縮による水温成層期の長期化など酸素供給の不足に

よる湖底の貧酸素化に拍車をかける可能性を指摘している。 
富栄養化については、全国の管理ダムにおける水質観測データおよび水質障害発生記録をもとに

した検証によって、年平均気温が 10℃を越えると、急激にアオコ発生確率が上昇する傾向が見られ

たとしている（草場ら, 2007）。小河内ダムのケーススタディ報告（北澤ら, 2007a、2007b）では、

湖水流動・水質モデルによって再現性良くアオコの鉛直分布を表している。また、流入河川の水温

上昇、夏季のダム湖の表層放流により、アオコの発生が促進されるとしている。 
さらに、気温上昇だけでなく渇水（降雨量減少）によっても湖沼水質の変化がもたらされた例と

して、琵琶湖の例や宍道湖の例がある。1994 年の琵琶湖渇水では、夏季（6～8 月）の降水量が 208mm
で、琵琶湖水位は最低のマイナス 123cm を記録した。水位低下時においては、植物プランクトンの

栄養塩摂取及び強固な成層形成により下層からの N、P 補給が少なく、低濃度で推移し、秋口には

北湖の透明度が高くなっていた。一方、浅い南湖では湖水の停滞と赤野井湾からの汚濁負荷により

高めの推移となり、秋口までに 27 日連続でアオコが発生した。（松居ら, 1997）、（山中ら, 1995）、
（大槻ら, 1995）、（滋賀県琵琶湖研究所, 1996）。同じく 1994 年の渇水の際、宍道湖においては、塩

分濃度が上昇した結果、底層水が貧酸素化し、それによって湖底からの栄養塩の溶出が促され、赤

潮の被害が拡大した（橋谷ら, 1995）。 
 

(4) 地下水 

 
1) 水量 
地下水に関しては、気候変動により渇水の頻度が増加した場合、代替水源として地下水利用が増

加し、過剰採取によって地盤沈下をもたらす等の影響が想定される。 
1994 年の渇水の影響により、西日本では 1,180 万人が断水や給水減圧に悩まされた。80％近くの

水質環境観測所で 1993 年よりも水質が悪化する観測結果が出た。さらに、地下水の利用によって

地盤沈下が増加した。表 3-3 に濃尾平野（名古屋周辺地域）の例を示す。気候変動により大きな渇

水の頻度が増えれば、このような影響も生ずる可能性が考えられる。 
 

表 3-3 渇水による地下水利用の増加と地盤沈下（名古屋周辺地域） 
濃尾平野（名古屋周辺地域） 

年 沈下量 2cm 以上 沈下量 1～2cm 備考 
1992 2 76
1993 0 0
1994 69 545
1995 1 19
1996 3 36

1,500 箇所の観測
地点中 

（原沢ら, 2003） 
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2) 水温・水質 
地下水の温度は様々な要因によって影響を受ける。地球温暖化に起因する地下水温上昇に関して

は、アラスカ・北米各地で観測・解析が行われており、広範囲に地球温暖化の影響が表れているこ

とが示されている。日本では、東京都に位置する深井戸の地下水鉛直分布の測定から、地表面温度

の上昇に伴い熱輸送が地中深くまでに及び、地下水温を上昇させていることが明らかになっている

（谷口他, 1996） 
また、水質に関しては、地球温暖化による海面上昇に伴い、沿岸部での地下水の塩水化が起こる

ことが想定されている。地下水を重要な水資源としている沿岸地域にとっては、塩水化は深刻な温

暖化影響となる。神野・広城ら（2006）では、千葉県の砂丘に形成されている淡水レンズの縮小と

塩分濃度の上昇例、感潮域からの塩水浸入促進に関する指摘がなされている。我が国の沖積平野沿

岸部での地下水利用に関しては、小規模自治体の水道、工場用水、個人事業、農・水産業への塩水

化の影響を指摘している（塩化物濃度の基準は、水道では 200mg/L、農業用水では水稲で 500～
700mg/L とされている）。 
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(5) 気候変動の進行に伴い、懸念される事象の既存類似事例 

本図は、(1)～(4)において挙げられた事例の一部を地図上に示す形で作成したものである。個々

の事例は、様々な要因が想定され、現時点で必ずしも気候変動による影響とは断定できないが、気

候変動が進行すればさらに類似の事象が増加する可能性があると考えられる事例である。 
事例の色は、水源タイプ（河川、湖沼・ダム湖、地下水）の違いを示す。 

 
 
 緑色：河川の水量、水質等に関する事例 
 水色：湖沼・ダム湖の水量、水質等に関する事例 
 橙色：地下水の水量、水質等に関する事例 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-7 気候変動の進行に伴い、懸念される事象の既存類似事例 

 

諏訪湖「お神渡り」で「明

海（結氷せず）」「お神渡り

なし」の記録の頻度が 1951

年以降急速に増加。 

名古屋周辺地域で、1994 年

の渇水により、地下水利用

が増加し地盤沈下が発生。 

相模湖・津久井湖・丹沢湖

で、1996 年の渇水により、

取水制限・給水制限実施。

一部地域では断水が発生。

琵琶湖で、1994 年の渇

水により、水深の浅い

南湖において 27日連続

でアオコが発生。 

宍道湖で、1994 年

の渇水により、赤

潮の被害が拡大。 

福岡県筑後川で、2002 年の少雨

により、最大 55%の取水制限。

香川県の県内の5河川で

は、1979-2005 年の 27

年間で、各河川とも年平

均水温が上昇傾向。 

東京 23 区内で、2005 年、

時間雨量 100mmを超える猛

烈な雨による浸水被害。 

新潟や福井等で、2004 年に梅

雨前線豪雨による被害。（刈

谷田川破堤等）。 
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3.3 将来予測される影響 

水環境・水資源分野において将来予測される影響について、水源のタイプ別に以下に整理する。 
 
(1) 河川水 

 
1) 水量 
①渇水リスクの可能性 

現時点における気候予測の限界から、精緻な政策議論に今そのまま用いることには慎重さを要す

るが、気候変動予測と水文流出モデルを組み合わせて、将来の気候変動が水資源確保にもたらしう

る課題について有用な情報を得ようとする試みがなされている。国土技術政策総合研究所は、「気

候変動が水資源に与える影響評価委員会」（水文・水資源学会）の下で、利根川流域を対象に、河

川流量の年間変動パターンが、現在（1981～2000 年の平均）と約 100 年後の将来（2081～2100 年

の平均）とで相対的にどう変化するかを試算している（川﨑将生, 2005）。それによると、源流域の

積雪量が大きく減るという予測結果が主因となって、矢木沢地点（利根川源流からの水量を代表す

る地点）において、融雪期に生じる最大流量が現在に比べて将来（約 100 年後）はかなり減少し、

最大流量の発生時期が約 1 ヶ月程度早くなり、冬季は現在に比べて流量が増加する。 

この変化傾向は、代かきなどの農業用水の需要期における河川流量が減少すること、その分だけ

ダムからの補給水量が増大することを意味する。また、増大する冬季流量や早まる融雪水がその時

期の貯水池を満水状態にしやすくなるので、ダムに貯留できず有効に利用できないまま流れてしま

う河川流量が増大することも意味する。したがって将来は、農業用水の需要期以降少雨が続くと、

現在以上に渇水の発生が懸念されることになる（図 3-7 参照）。 

以上からわかるように、我々が依存している水資源確保システムは、年間流量変動の基本パター

ンを前提に成り立っている部分がある。温暖化が水資源確保に与える影響については、年降水量の

年ごとの変動や少雨事象だけでなく、こうした基本パターンの変化にも目を向けておく必要があり、

その意味で、積雪量の減少は、比較的はっきりした温暖化影響であることと合わせ、注視すべき代

表的な事象と言える。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-7 気候変動による少雪化が河川流量の年間変動パターンと水資源確保に与えうる影響につい

ての説明（後者への影響はダム貯水量で表現）（国土交通省, 2007） 
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②洪水リスクの可能性 
代表的な極端現象である集中豪雨や大雨の発生状況が、地球温暖化とともに日本周辺において具

体的にどのように増大するかは、防災上極めて重要な予測ターゲットとなる。しかし、こうした極

端現象を含む分解能の高い気候予測については、急速な進展が図られている最中であり、現段階で

はまだ予測結果に不確実性を伴う。それでも、本事象の政策上の重要性に鑑み、気候変動の予測計

算を豪雨に伴う災害リスク等の検討に役立てようとする試みがなされている（国土交通省 社会資

本整備審議会河川分科会 気候変動に適応した治水対策検討小委員会）。 
そこでは、代表的な温室効果ガス排出シナリオの下で気候モデル（RCM20、GCM20）を用い、

100 年後の日本における年最大日降水量の現在に対する増加率を求め（計算値同士で比較）、今後さ

らに予測精度の向上が必要とした上で、1.1～1.3 倍、最大で 1.5 倍程度の（洪水を起こすような降

雨事象に関する）降水量の増加率を見込むことが妥当としている。さらに、GCM20 の予測結果か

ら算出した、各地域における 100 年後の年最大日降水量の変化率から、現計画の治水安全度がどの

程度低下するか、全国 82 水系の一級河川について試算を行っている。 
それによると、現計画が目標としている治水安全度は、200 年に１度程度の場合は 90～145 年に

１度程度、150 年に１度程度の場合は 22～100 年に１度程度、100 年に１度程度の場合は 25～90 年

に１度程度となり、発生頻度が高くなる。このことから、将来の降水量の増加により、現計画が目

標としている治水安全度は著しく低下することになり、浸水・氾濫の危険性が増えることを明らか

にしている（国土交通省, 2007）。 
気候予測モデルの進展を適切に組み込んで、今後さらに検討の精度を上げていく必要はあるもの

の、温暖化に伴う気候変動が、今まで我が国において進めてきた治水対策の効果を減じ、ようやく

に獲得してきた安全・安心な国土づくりを後退させる可能性があることは、今後の治水対策のあり

方の検討において重要な課題として認識すべきと言える。 
 
③国内各地の予測事例 
国内各地における予測事例としては、以下の例が報告されている。 
北海道では、畑地の灌漑用水と防除用水7の両方が増加し、水需要量が増加する。将来の土地利

用の変化や作目の変化を無視すれば、現在の地域ごとの畑地利用面積からそこでの水資源の需要変

化量を試算できる。北海道全体では、7,235 万 m3の新たな用水が必要と試算される。温暖化の影響

は植食性昆虫などの害虫の世代数の増加、分布圏の北への拡大および越冬生存率の向上などが予想

され、これに応じた栽培体系・防除手段の検討も必要となる。 
利根川流域は、首都圏の水供給の大部分を支えており、気候変動による少雪と空梅雨によって深

刻な渇水になる可能性が高い。実際、2007 年は少雪であり、代掻き期以降のダムの貯水容量は少な

く、渇水が危惧された。春季、梅雨期の降雨によって渇水は生じなかったが、同様の不安を毎年感

じるようになるかもしれない（建設通信新聞, 2007 年）。 
同じく利根川上流域では、RCM（気象研究所が開発した GCM の一種）の計算結果によると、年

間流出量が増加するが、融雪量の減少などによりダムの必要容量は 2 億 m3 増加する。これを全て

のダムで貯えることは困難であると指摘されている（藤原ら, 2006）。 
気候モデルによる将来予測では、首都圏の洪水リスクが増加すると予測されている。これは、都

市域の資産価値が大きいため、同一の被害でも都市域の経済損失が大きいことによる。渇水につい

ても積雪水資源の減少から、農地だけでなく都市域の水供給に問題が出ることが予想されている

（佐藤ら, 2008）。 
北九州においては、過去の渇水の経験から、中・下流域において平水流量以上の流量は 10 年確

率渇水年をかなり下回るような状況が起こり得ると考えられる（河村ら, 2004）。また、夏季におい

                                                 
7 植食性昆虫などの害虫の防除のために必要となる水の総称 
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て降水量が平年の 40％程度に落ち込んだ場合、最大 55%の取水制限の発生も考えられる（神野ら, 
2005）。 
九州北部から中部にかけての地域では、2030 年頃には水田の蒸散量が約 20％増加し、潜在的な

水不足にさらされる。つまり、少雨の年には現在よりもひどい渇水に直面する危険性があるといえ

る（九州沖縄農業研究センター, 2006）。 
 
2) 水温・水質 

9 年間にわたる国内の一級河川についての水質データおよび流域内気象データ（AMeDAS）を統

計的に解析した結果（尾崎ら, 1999）から、国内全域における傾向として、特に夏場において、気

温 1℃上昇に対して、水温は約 1.4℃上昇すると考えられる。これに伴い BOD は、生物活動の活発

さに由来し、気温 1℃上昇に対して、BOD で 1.10 倍になると推測される。 
また、水文流出モデルと熱収支モデルを組み合わせた数値計算によれば、宮城県の名取川流域の

場合、気温の上昇に伴う下流の水温上昇が激しく、積雪が重要な役割をもつことが指摘されている

（白岩ら, 2006）。気温の上昇に伴い、積雪域の下流地域の河川水温が加速度的に増加することによ

る生態系への悪影響が懸念される。 
 
 

(2) 湖沼・ダム湖 

 
1) 水量 

GCM による将来気候では、豪雨の増加が指摘されており、これに伴う斜面災害の増加が報告さ

れている。斜面崩壊は、河川中の土砂輸送量を増加させ、ダムの堆砂量を増加させる。ダムの堆砂

は、貯水容量の減少をもたらし、洪水調整や水供給の能力を減少させる。ダムの堆砂量は斜面崩壊

の確率に対して指数関数的に増加するため、気候変動によって堆砂量は増加する可能性がある（秋

本ら, 2008）。 
 
2) 水温・水質 

浅い湖沼として霞ヶ浦を対象とした研究では、気温 1℃上昇に伴い、水温は 0.75～0.96℃、COD
は 0.92～1.7mg/L、SS は 3.9～11.9mg/L 上昇すると予測されている（福島ら, 1998）。また、全国の

管理ダムにおいて得られたデータから、年平均気温が 10℃を越えると、急激にアオコ発生確率が上

昇すると予測されている（草場ら, 2007）。 
Komatsu ら（2007）は、GCM A2 シナリオを基に、島地川ダム湖の水質・水温の予測を行ってい

る。その結果によれば、2090 年代には 1990 年代に比べて 10 年平均水温が 3.4℃上昇（表層で 3.8℃、

深層で 2.8℃）し、これが夏場の水温躍層生成期間の延長を招き、さらに水温躍層の深度が深まる

としている。これにより有機物の好気分解が進み、DO8低下が促進され、それとともに湖底からの

リン溶出が増加して深層におけるリン濃度が増加する。結果的に、循環期における表層でのリン増

加となり、プランクトン増加を招くこととなる。 
琵琶湖でも、気温上昇に伴う水温上昇によって、夏期におけるプランクトンの増加が予測されて

いる（Hassan ら, 1998）。 

                                                 
8 水中に溶解している酸素の量のことで、水質汚濁状況を測る代表的な指標の１つ 
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(3) 地下水 

 
1) 水量 

気候変動によって海面が上昇すると、淡水レンズ9が縮小し、地下水利用可能量が減少する（神

野ら, 2006）。また、海面上昇が海岸帯水層への塩水侵入とゼロメートル地帯での地表面湛水を加速

させることを実験的に検証した研究例がある（増岡ら, 2005）。一方で、塩水浸入が海面上昇に伴い

助長される点については、土地利用や人口の変化の方が影響力として大きいことも指摘されている

（S. Priyantha et al., 2006）。 
さらに、海面上昇は、地下水中の任意の 2 点間での地下水の流動の差の減少を引き起こし地下水

流出量の減少をもたらす可能性が予想されるが、これは研究が始められてまだ間がない分野である

（谷口, 2005）。 
 
2) 水温・水質 
水温に関しては、気候変動に伴い、地下水温が上昇することが指摘されている（池田ら, 1999）。 
水質に関しては、海外の事例であるが、Reynolds et al.（1992）や Murdoch et al.（1998）によると、

ウェールズ中央部の渓流水、ニューヨーク州・ビスケット川源流域では、温暖化や乾燥化により河

川集水域の硝化活性が増加して、土壌中の硝酸イオンが溶出し、渓流水や河川水の硝酸イオン濃度

が増加しているとの報告がなされている。また、豪雨頻度の増大により、地下水への硝酸態窒素の

溶脱及び大きな分散が生じて硝酸態窒素濃度が上昇する可能性があるとの報告もある（杉田ら, 
2006）。一方で、都市郊外域の地下水の硝酸態窒素濃度に関しては、温暖化影響だけでなく、人為

的な窒素負荷も関わっていることに留意が必要である。小倉（2005）によると、東京府中市の湧水

では、人為的な土壌への負荷が低減されたこととあいまって、湧水温度は約 0.8℃上昇したものの、

硝酸イオン濃度は徐々に低下していることも報告されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 3-8 気候変動が地下水に及ぼす影響（地下水塩水化）（国土交通省, 2007） 

 

                                                 
9 淡水レンズとは、透水性の土質の地下で、海水と淡水の比重差から、地下水（淡水）が海水（塩水）の上にレンズ状の形で浮いてい

るものをいう 

温暖化による 

海面上昇 

海岸域の井戸では、従来の

深度では塩水が混入。 
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3.4 脆弱性の評価 

 
水環境・水資源分野における脆弱性は、自然的脆弱性と社会的脆弱性とに大別される。それぞれ

の脆弱性の特徴は、以下のように整理できる。 
 

表 3-4 水環境・水資源の持つ脆弱性 

自然的脆弱性 ・ 降雨や降雪は不安定かつ不確定である 
・ 淡水資源は地球上で偏在しており、かつ、その偏在は容易

に移動する 
・ 水の量と質、気温の変化は、自然生態系に大きな影響を与

える 
・ 循環系であるがゆえに、水環境・水資源は、一部の変化が

全体に影響を及ぼす 
社会的脆弱性 ・ 水は、人間の衛生的環境を維持するための素材であるが、

疾病を伝播する媒体でもある 
・ 上下水道などの社会基盤システムはそれぞれの地域で、基

本的に必要量のみに対応して設計されており、降水量の大

きな変動など外的変動への適応力は小さい 
・ 上下水道など社会基盤システムは、自然災害（地震、洪水、

渇水、津波、火山噴火など）の影響を受けやすい 
・ 同じ水資源に複数の水利権がある場合、水量の変動などが

容易に社会的不安定要因になる 
（大垣, 2008 より改変） 

 
 
自然的脆弱性は、自然現象に基づく根本的な脆弱性のため、適応策を講じることは難しい。一方、

社会的脆弱性は、比較的、適応策を講じやすい。 
これらの自然的脆弱性、社会的脆弱性を総合的に評価する上で必要となるデータは、まだ十分に

整備されておらず、また、評価のための具体的手法・ツールも未開発の状況にある。これらのデー

タの整備、手法・ツールの開発は今後の研究課題である。 
 
次項「(1) 脆弱性の評価手法の例」では、上記を前提に、まず、水環境・水資源分野において脆

弱性の評価を行う上で重要な考え方・視点について述べるとともに、主に社会的脆弱性のうち、農

業用水、生活用水等の水需要の側面からみた脆弱性に着目して、既存の知見やそれらから推察され

る事項を整理する。 
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(1) 脆弱性の評価手法の例 

 
1) 水環境・水資源分野の脆弱性評価において重要となる視点 

脆弱性評価に関しては、「平均値」の変化（平均的な年間変動パターンの変化を含む）を対象に

する場合と、集中豪雨や少雨などの「極端事象」の変化を対象にする場合とで、その基本的なアプ

ローチが異なってくると考えられる。前者については、各地域において、人間活動と水資源・水環

境とをつなぐ諸システム（以後「水システム」と呼ぶ）が現在までの「平均値」を前提に成立して

いると考えられ、「平均値」のズレが新しい事態を生み出す可能性があることから、水システムに

及ぼす温暖化影響、それへの対処の難易度を把握しておくことが重要である。冬季の豊富な積雪が

もたらす融雪水を前提にした水資源確保システムへの影響（3.3 将来予測される影響の(1)河川水の

①渇水リスクの可能性の事例）、稲作の形態に及ぼす影響、気温上昇に伴う生活用水の変化、水温

上昇等による湖沼水質と形成パターンの変化、海面上昇に伴う地下水の塩水化などがこの代表例と

言える。他方、そうした「平均値」は、日本の中でも地域ごとに大きく異なっており、各地域で平

均値に応じたシステムが形成されている。したがって、影響や特に難易度の検討においては、ある

地域で今後向かうと予測される平均値に似た状況をすでに有している（あるいは経験している）別

の地域の水システムを、地理条件や社会経済状況の違いに留意しつつ部分的にでもリファレンスと

することが、机上検討中心にならざるを得ない予測計算・評価を補完する実際的手法として有用と

考えられる。また、各地域での対応策の実施がより広い圏域全体として、あるいは異なる目的を持

つ対応策の間で不整合とならないかを把握し、不整合への対処の難しさを評価するという、地域お

よび分野を横断する総合的な視点からの検討も必要になる。気温上昇による育成障害を防止するた

めに苗の移植日をずらすことと、融雪水減少に対応した水資源確保策との関係などはこの一例であ

る。 
後者の「極端事象」の変化に関しては、次のことが言える。我が国は、極端事象がもたらす脅威

（水害、土砂災害、渇水など）に直面してきており、施策対応の長い蓄積がある。したがって、脆

弱性評価に当たっては、まずは、この過程で用いられてきた危険度（あるいは安全度）評価法を、

温暖化に伴う外力変化の予測を適切にインプットした上で活用するのが順当である。その評価法は

大きく次の２つに分けられる。 
①重大な被害や支障が生じない極端現象のレベル（確実に対応できる変動幅、あるいは被害や支

障が生じる確率など） 
②そのレベル（変動幅）を越えた極端事象が発生した時に起こりうる被害や支障とその社会経済

上のダメージの大きさおよびそこからの回復力など 
治水分野で例示すれば、大きな氾濫・浸水が起こらないですむ最大の洪水規模の発生確率（3.3

将来予測される影響の(1)河川水の②洪水リスクの可能性の事例）が①にあたり、それを超える規模

の洪水が発生した際に起こりうる氾濫状況とそれがもたらす被害、その社会経済上の損害などが②

に当たる。そして①は、たとえば「年超過確率 1/100 の洪水を安全に流す河川整備」「代表的 10 年

間で一番の少雨年にも大きな渇水の害をもたらさない水資源開発」というような形で、防災や水資

源確保に関わるインフラ整備の目標設定において重要な役割を果たしてきた。 
ただし、こうした経緯もあって、①に属する評価法は、現状（あるいはその時々）の防災システ

ムや水資源確保システムの持つ脆弱性をきめ細かく把握するという観点からはまだ十分とは言え

ず、今までの技術的蓄積の上に立って、また急速に進展する気候予測技術の取り込み方とともに、

高度化を図っていく必要がある。また、上記②については、洪水・高潮・津波・土砂災害・火山に

関するハザードマップの整備・普及が進み、また最近、中央防災会議「大規模水害対策に関する専

門調査会」が洪水氾濫による死者数、孤立者数、浸水継続時間に関する被害想定をとりまとめる（内
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閣府, 2008）など、施策的にも重点が置かれるようになってきた。①と組み合わせ温暖化影響とい

う視点を入れて、評価手法の高度化を一層進める必要がある。 

 
2) 水需要の側面からみた脆弱性 
① 農業用水 

積雪水資源の減少については、数値計算によって小雪年と多雪年の積雪水資源量差を代掻き期の

農業用水量で比較し、考察した。（那須ら, 2007）。稲作地帯の新潟や秋田で膨大な積雪水資源の損

失が認められるが、そもそもの積雪量が多いので小雪時でも十分に農業用水をまかなうことができ

る。一方、北上川流域のような太平洋側は、代掻き期の農業用水が不足しており、小雪年には大き

な渇水問題が生じる。つまり、積雪水資源の脆弱性としては、太平洋側流域の脆弱性が大きいとい

える。 
 
②工業用水 

境田（1988）によると、東京都の過去データを基に 2.0℃の気温上昇で 2.4%の使用量増加が見込

まれるとしているが、近年，日本においては回収率（再利用水利用）が約 80%程度の高い割合で推

移している。また、淡水補給量はここ 20 年ほど減少傾向となっている（椙田, 2005）。また、温暖

化に伴う主要業種の変化、業種内での利用量変化は、その他の経済情勢変化に伴う変化量に比べて

非常に低いと考えられ、温暖化による工業用水需要量への影響は小さいと考えられる。 
 

③生活用水 
柏井ら（1997）は、これまでの気温と生活用水使用量の相関を元にモデルを構築しており、平

均気温 3℃上昇で生活用水使用量は、1.2～3%増加すると見込んでいる。また、地域別（旭川、名古

屋、那覇）によって影響が異なるとしている。また境田（1988）は、東京のデータに基づいた予測

において、1.5℃上昇で 2%、2℃で 3%前後の増加と予測している。以上をまとめると平均気温が 2
～3℃上昇すると、1～3%程度の増加となる可能性がある。 

しかし、日本においてはこのところ一人当たり生活用水使用量が漸減している（椙田, 2005）。
全国的には人口も頭打ちとなっているので、日本国内での生活用水使用量は減少分の方が大きいと

考えられる。また節水機器の普及は、今後の減少傾向に一役買うと考えられる。中川ら（2008）に

よると、節水機器の普及により、2025 年には現在より 6%～15%の減少が見込まれる。 
以上のことを考慮すると、生活用水使用量は現在に比べて増加する可能性は低く、脆弱性は低

いと考えられる。懸念材料としては、温暖化とは別の driving force であるが、人口の偏在化による

局地的な水需要増大が挙げられる。大坂谷ら（2006a、2006b）によると、札幌に比べ福岡では、渇

水体験により増加傾向が抑制されるといった報告があり、水需要量は柔軟的に水供給量に対応する

と考えられ、温暖化に対する脆弱性は低いと考えられる。 
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(2) 脆弱性評価における課題 

脆弱性評価のための手法・ツール等に関する課題について、以下に整理する。 
 
脆弱性評価を机上検討だけに頼るには限界があること、とりわけ極端事象が発生した時に起こり

うる被害の大きさやそこからの回復力の評価には、自然外力に対する人間の側のダイナミックな応

答という非常に幅の広い複雑な事象を考慮することが求められるので、実際に起こった極端現象に

よる様々な被害等の実態と影響を分析し、評価法の高度化に役立つ共有知見として継続的に蓄積し

ていくことが肝要である。洪水や渇水などがもたらす被害、影響、教訓等は、地域によって、また

時代の推移とともに多様な形態をとりうるので、様々なケースを分析し、それぞれに見られる脆弱

性のエッセンスを掘り起こしておくことの意義は大きい。こうしたことを通じて、地域社会の持つ

災害対応能力などの評価法を加えていくことも、適応策の検討に役立つ脆弱性評価という観点から

重要である。 

脆弱性の評価において、もう一つ重要な課題は社会経済状況等、人間の側の長期トレンドの設定

である。これには、例えば人口、経済成長、食糧自給率、土地利用状況などを代表例として挙げる

ことができ、国内だけでなく、国際的な状況と密接な関係を持つ項目もある。これらについて長期

的な見通しを立てることは困難であり、このことは、気候変動予測の現段階における不確実性と相

まって、脆弱性評価を難しいものにする。これは、地球温暖化への対応が最終的には 100 年オーダ

ーの長期にわたる取り組みになることによる。このため、複数の幅広いシナリオを設定し分析する、

気候変動の見通しと社会経済状況の推移を見据えた順応的対応を基本にするなど、長期予測が本質

的に難しいことを理解して評価を行っていくことが基本になる。その上で、場合によっては、脆弱

性が小さくなるシナリオを見出し、その状況をある程度積極的に作り出す方策を検討するなど、温

暖化対応の時間スケールと社会経済状況の変化の時間スケールが大きくは違わないことに着目し

た適応策の案出につなげることも考えられる。 

また、水需要の側面からみた脆弱性の評価という観点では、工業用水需要量に関して、研究例が

非常に少ないことが問題として挙げられる。生活用水需要量についても、経済状態による影響が考

えられるが、研究例が非常に乏しい。このような水需要の側面からの脆弱性評価の研究蓄積も課題

となる。 

リスク（確率）や資源量等の観点から脆弱性を評価する手法の開発も課題となる。リスクや脆弱

性の定義・評価手法については、様々な観点があり、統一されておらず、「温暖化に対するリスク」

の定義を確立する研究が望まれる。その際、社会科学的な分析手法による成果を活用することも重

要となる。 
さらに、脆弱性評価の結果を分かりやすく伝える手法という点では、脆弱性をコストによって表

現をする（単に金額だけでなく、家計に占める割合で示すなどの工夫も必要となる）、あるいは、

OECD 世界環境白書で用いられている信号表記（赤、黄、青）等のように、一般市民にもわかりや

すい表現方法に留意することが重要となる。 
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3.5 適応策 

 
(1) 適応策メニューとその体系 

 
IPCC 第 4 次評価報告書第 2 作業部会報告書では、水需給の適応オプションの表が示されており、

水供給・水需要対策のそれぞれについて以下のオプションを挙げている。 
 
＜水供給＞ 

○地下水の調査と汲み上げ 
○貯水池とダムの建設による貯水容量の増加 
○海水の脱塩 
○雨水貯留量の拡大 
○河川敷の侵略的な外来植物の除去 
○水の転用 
 

＜水需要対策＞ 

○再利用水による水利用効率性の向上 
○農事暦、作付穀物（輸作）、灌漑法、作付面積を変えることによる灌漑需要の低減 
○農作物（バーチャルウォータ）輸入による灌漑用水の低減 
○持続的な水利用のための伝統的な水管理手法の振興 
○より高い付加価値で水利用に配分できるような水市場利用の拡大 
○水の保全を促すための測定と価格決定など、従量制等の経済的インセンティブの利用拡大 

（IPCC, 2007） 

 
ここでは、上記の IPCC の「水供給」「水需要対策」の二つに、「水環境管理」「治水対策」を加え

た 4 つの項目ごとに、我が国における適応策の具体的なメニューとして想定されるものを示す。な

お、治水対策については、水環境・水資源分野における適応策の大きな一つの柱であるが、その具

体的なメニューそのものについては、「第 5 章 防災・沿岸大都市分野」において詳細に既存知見

の整理が行われているため、ここでは省略し、基本的な方向性について言及するにとどめる。 
また、ここで挙げる適応策のメニューは、気候変動影響に対する適応策として考え得るオプショ

ンを参考情報として示したものであり、必ずしもこれらの施策の導入を推奨するものではない。実

際の選択に際しては、地域の様々な状況や制約等を考慮して検討される必要がある。 
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1) 水供給 
 

適応策メニュー 内容 

雪ダムによる融雪流出の調整 ダイナマイト等を用いて渓谷に雪をため、融雪流出の期間を延ばす
（宮本ら, 1990）。これは一部の地域では雪崩対策と組み合わせて利
用されているが、水資源の目的のみでは高価な適応策となる。交通
障害やスキー場の安全管理と抱き合わせの視点が必要である。 

人工降雨、人工降雪による渇水
対策 

実地実験に流域水管理も含めた総合研究が気象研究所を中心に進
められている（科学振興調整費, 2005 年度～）。これも高額であるが、
費用便益解析とあわせて必要なときに利用できるオプションであ
る。 

積雪貯留期間を長期化するため
の常緑樹の植林 

樹冠遮断10の影響で、冬季の地面積雪量は、落葉樹林の方が常緑樹
よりも多いが、消雪は常緑樹林の方が遅くなる。これは常緑樹の樹
冠によって、日射が遮られることと風による熱交換が抑えられるこ
とが原因である。（泉ら, 2006） 

ほ場内地下水水位制御システム 適作地域が北方に遷移し、農地の利用形態や用水計画の変更にとも
ない、田畑輪換及び農地汎用化を目的とした水利用対策技術が有効
である（小前, 2007）。これは、暗渠排水と地下灌漑の両方の機能を
兼ね備えた施設を利用したものであり、水田から畑地または異なる
作物への変換が容易である。 

渇水対策としての導水、排水管
理システムの導入 

筑後川においては、1978 年及び 1994 年の渇水において、給水制限
日がそれぞれ 287 日、295 日と、非常に大きな影響を受けた経験か
ら、福岡導水、排水管理システムの導入、市民レベルの節水努力に
より、その後の対応が進み、平成 14 年の渇水（年間 1,661mm とい
う小雨年、特に夏季（6～9 月）には、平年の 42%（443mm）にと
どまった）の際、最大 55%の取水制限となったが、福岡都市圏では
給水制限に至らなかったとしている（神野ら, 2005）。 

海水の淡水化 技術的解決法として海水淡水化の導入が考えられるが、その障壁と
なるコストに関しては、回収率 60%以上の高圧・高回収逆浸透シス
テムで 25%のコスト低減が可能であり、その他にも、製塩淡水化複
合システム化によって 30%弱、前処理簡略化で 30%程度のコスト低
減が出来るという報告（太田, 1999）がある。また沖縄の海水淡水
化事業においては、夜間電力の有効利用、薬注率の見直し、膜管理
の効率化による膜交換費の低減といったコスト低減化策をすすめ
ている（奥村正明, 2002）。 

地下ダム 地下ダムは建設費用が高額であることと地下水資源に依存するの
で適用できる場所が限られる。観光地などの生産性が高い、ある程
度の降雨が期待できるなどの条件が必要である。 

水道原水の特性の総合評価とこ
れに適した浄水プロセスの選定 

水道技術研究センターを中心に実施された e-WaterII プロジェクト
のなかで、さまざまな視点から水道原水の水質について統計解析を
行い、水質の分類や総合的な汚濁指標の提案を行い、原水水質に適
した浄水プロセスとの関係を整理している。結果として、温暖化に
伴う水質変化に対して、水道原水の水質特性を総合的に評価した上
で、将来の原水水質条件に応じた最適な浄水プロセス選定を検討す
る上で役立つ知見が提供されている。 

深層地下水と浅層地下水の使い
分け 

深層地下水は、良質で安定した水源となる一方で涵養量以上に揚水
することで地盤沈下が生じるため、水質面では劣るものの比較的豊
富な浅層地下水を都市用水など飲料用を含めた生活用水以外の水
利用用途に活用することで、渇水時におけるストック型水資源の深
層地下水を保全することが適応策として考えられる。 

水源涵養域の森林保全と深層地
下水の保全 

地下水は、涵養域－流動域を経て水利用のある地域へつながるとい
う空間的な広がりがある。特に深層地下水は長い涵養プロセスを経
て利用されていることから、この保全には、遠方の水源涵養域にお
ける長期的な視点での森林保全・管理が重要な適応型の対策となり
える。 
 

                                                 
10葉や枝に積雪がとらわれること 
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適応策メニュー 内容 

地盤沈下の抑制のための深層地
下水の利用制限（揚水規制、課
金制度など経済手法による間接
的な抑制、代替用水確保等） 

久山ら（2007）は、アジアの諸都市において水需要が増加する状況
のなかで、気候変動により利用可能な水資源量が減少するなど、都
市の水資源をとりまく状況を考慮して、地下水の水資源としての重
要性を指摘している。揚水規制や代替水道の確保により地下水を貴
重な安定水源として活用することなど、都市における持続可能な地
下水管理に関する政策提言を行っている。地下水利用抑制には、過
剰揚水に伴う地下水水位の低下や地盤沈下、塩水化のリスク低減に
も効果がある。地下水利用抑制には、揚水規制による直接的な抑制、
課金制度による経済手法による間接的な抑制、代替用水の確保など
がある。 

下水処理水の再利用 
雨水貯留の普及と雨水浸透によ
る地下水涵養 
都市域におけるトンネルなどへ
の浸出水の活用 

温暖化への対応として直接的な対応策ではないが、今後の都市環境
における水路が有するうるおい・安らぎをもたらす機能、ヒートア
イランド現象緩和機能、災害時のライフラインとしての防災機能、
地域コミュニティの再生への寄与など多目的な機能に着目し、その
水源として、下水再生水や、地下街・地下鉄等の地下構造物への浸
出水、雨水貯留水など、都市特有の水源の有効活用が想定される。

 

2) 水需要対策 
 

適応策メニュー 内容 

水運用の改善 耕地面積減少などをふまえた農業用水の水道用水などへの転用を進
める。 

農地の集約・水利権の再配分 日本の水の約 60％は農業用水であり、この効率的な利用が将来の水
資源確保に必要である。減反や耕地の減少は進むが、農地を集約して、
水利権の再配分を考える必要がある。 

渇水時に地域で柔軟に水を融
通し合う制度・仕組みの導入 

東北地方の例としては、渇水時に周辺地域と協議し、水を融通し合う
「番水制」を実施することで急場を凌ぐことが有効としている（青森
県土木部河川課, 2000）。 

市民レベルの節水努力 筑後川においては、1978 年及び 1994 年の渇水において、給水制限日
がそれぞれ 287 日、295 日と、非常に大きな影響を受けた経験から、
福岡導水、排水管理システムの導入、市民レベルの節水努力により、
その後の対応が進み、平成 14 年の渇水（年間 1,661mm という小雨年、
特に夏季（6～9 月）には、平年の 42%（443mm）にとどまった）の
際、最大 55%の取水制限となったが、福岡都市圏では給水制限に至
らなかったとしている（神野ら, 2005）。 

節水意識の向上、節水機器の普
及 

家庭用水使用量は、節水機器の普及により、2025 年には現在より 6%
～15%の減少が見込まれる（中川ら，2008）。価格調整による需要の
抑制効果については、年々その効果が小さくなっている（1965 年に
は価格弾力性が 0.19 であったのが、2001 年には 0.05）ことがデータ
から見られている。（村瀬ら, 2005） 

漏水防止対策 水道管の漏水防止対策は水資源の有効利用といった面だけでなく、上
水に関わる二酸化炭素排出量を削減する効果（例えば、東京都では、
漏水率を 11.1%から 4.2%へ減らしたことで、21,700t 削減に相当）も
見込めるとしている（東京都水道局, 2007）。 

 
3) 水環境管理 
 

適応策メニュー 内容 

富栄養化対策 富栄養化対策としては、アオコフェンスが有効としているもの（北澤
ら, 2007a）、湖内の下層の濁度水塊を濁度の高い状態で放流するよう
な流動制御が有効であるとするもの（三宅ら, 2005）、選択取水設備の
適切な運用が水温、濁度管理に有効であるという報告（梅田ら, 2006）
がある。） 

温暖化および海面上昇に伴う
地下水塩水化対策 

塩水浸入阻止型地下ダム、雨水や河川水の地下水涵養、地下貯留空洞
の建設、脱塩プラント設置、地下水塩水化の監視体制の確立などが示
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されている。 
沿岸域のため池や運河、河口堰による淡水湛水域などの涵養域は、塩
水侵入に対して有効である。特に降雨量の少ない地域の効果が大き
い。（宮城ら, 2007） 

海面上昇による地下水への塩
水侵入防止のための不透水壁
設置 

効果的である一方、地表湛水が発生しやすくなることが実験的に検証
されている。（増岡ら, 2005） 

地下ダムによる地下水塩水化
の防止 

地下水への塩水浸入を防ぐ。コストが高いが観光地などの資産価値の
高い地域では有効である（宮古島の例）。 

 

4) 治水対策 
水害や土砂災害などを引き起こす大雨、集中豪雨は代表的な極端現象である。前述のように、我

が国はこの極端事象がもたらす脅威（水害、土砂災害など）に直面してきており、その分、施策対

応の長い蓄積がある。こうした脅威に備えることの本来の重要性と、施策適用の実績・課題を十分

踏まえた上で温暖化に伴う外力変化への適応策を検討していくことが肝要である。 
気候変動に適応した治水対策については、国土交通省の社会資本整備審議会河川分科会において、

広範な検討が行われている。ここでは、その検討内容を参考にしつつ、水環境・水資源分野におけ

る適応策の全体像を考える上でも重要と考えられる事項の要点を記す11。 
 
・ 流域単位の視点による検討（流域内での影響の出方の違いや、流域内での適切な分担） 

・ 目標の明確化（気候変動により増大する水害等から完全にのがれることは難しいとの認識を持

ち、「犠牲者ゼロ」に向けた検討を進めること、首都圏のように中枢機能が集積している地域で

は国家機能の麻痺を回避することへの重点的な対応に努めるなど、被害の最小化を目指す） 

・ 河道改修や洪水調節施設の整備等を基本とする「河川で安全を確保するという治水政策」に加

え、増加する外力に対する「流域における対策で安全を確保する治水政策」の重層的な実施 

・ 災害リスクの評価（今後の社会状況や自然環境の変化の中で、気候変動に伴い発生する災害が

人的被害を含む社会・経済等に与える影響を災害リスクとして評価し、国土構造や社会システ

ムの脆弱性を明らかにし、この脆弱性を基本にして適切に適応策を選択していく。同時に、適

応策の策定、実施に向け、国民や関係機関等にわかりやすい形で災害リスクを示す） 

・ 予防的措置の重点投資（投資余力が限られている中で、特に脆弱化が予想され、問題になると

見込まれる施設あるいは地域、人口・資産や中枢機能の集積する地域における予防的措置へ重

点投資） 

・ 例えば、洪水に関しては温暖化により増大する外力に対し、基本的施設でどこまで対応するの

かを明確にし、その上で流域における対策（流出抑制策、浸水・氾濫による被害の軽減策、復

旧・復興策など）を検討し、起こりうる様々な規模の洪水に対して「犠牲者ゼロ」などの目標

達成を図っていく方策をとる。その具体的適応策として、1)地域づくりからの適応策、2)危機

管理対応を中心とした適応策、3)施設を中心とした適応策が柱となる。防災施設は、その能力

以内の外力に対し、ほとんど被害を出すことなく、また災害への対応能力の差異を顕在化させ

ずにあまねく通常の社会・経済活動の継続を可能にすることから、1)は引き続き重視されるべ

きである。2)については、社会状況等の変化を踏まえ、経済効率性や利便性に加え、エネルギ

ー利用の効率性や都市内の環境、災害のリスクの軽減を考慮した地域づくりを進めるなど、水

災害に適応できる社会を構築していく仕組みを取り入れて行く。3)については、大規模災害に

対し、平時における予防的な施設整備とあわせて、危機管理の観点から一体的に対策を講じて

いく。 

                                                 
11国土交通省 社会資本整備審議会河川分科会 気候変動に適応した治水対策検討小委員会 答申案 「水災害分野における地球温暖化

に伴う気候変化への適応策のあり方について」（平成 20 年 5 月）」の内容の一部を本 WG の立場から抽出、要点化したものである。 
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(2) 適応策の選択・実施にあたっての考え方 

 
個別具体的な適応策の実施にあたっては、水資源・水環境の量と質の両面において、気候変動の

平均的事象への影響に対する適応、及び極端事象への影響に対する適応を一体的に配慮した政策と

していかなければならない。また、社会的合意形成、社会的トレードオフの課題への対応、さらに

自然生態系への配慮等も求められる。水環境・水資源分野における適応策の選択・実施にあたって

の考え方は、次の 4 点に集約できる。 

 
1) 「総合的な水資源管理運営体系」の構築 

総合的な水資源管理運営体系は、水の需要者までを含む水資源の関係者全体が連携して構築すべ

きものである。渇水や洪水のリスクを低下させるため、平常時及び緊急時の両者を想定し、社会基

盤システム面、制度設計面の施策を組み合わせたものとなる。 

2) 需要マネジメントによる節水型社会の構築 

生活用水、農業用水、工業用水等、各需要側に対する意識啓発、取組の促進によって節水型社会

を構築していくことが重要となる。生活用水に関しては、国民の節水に関する意識高揚と実践の徹

底のための広報活動、節水や節水型の機器開発・普及にインセンティブが働く施策の実施等が、農

業用水や工業用水等に関しては、再利用率の一層の向上が重要となる。さらに、漏水防止のための

老朽化施設等の計画的改築、下水等の再生水・雨水利用など雑用水利用の促進等が重要となる。 

3) 緊急的な水資源の確保 

特に、甚大な被害が予想される極端事象への影響に対する適応として、緊急時における水供給体

制の確立が重要となる。危機的に水が不足する地域への水バッグによる輸送や連絡管の整備による

水の広域的相互融通、移動式海水淡水化施設による水の供給、多様な備蓄の推進等、予防的観点か

ら多様な水資源確保策を準備しておく必要がある。さらに、水系内の利水者間の水融通のための渇

水調整等のあり方のさらなる検討、合理化等、従来の水利用のあり方の改善にも取り組む必要があ

る。 

4) 水資源供給施設の徹底活用・長寿命化 

既存施設の徹底活用・長寿命化を図りつつ、なお必要な新規の施設についての整備推進を図るこ

とが基本となる。既存施設の徹底活用の一環として、ダムの嵩上げや堆砂の排除、ダム群連携や容

量の再編、ダムのオペレーションの高度化等が特に重要な取組となる。 

 

(3) 適応策を実施する上でのバリア 

適応策を実施する上でのバリア（法制度面の課題、技術的課題、経済的課題、知識・情報面での

課題）を以下に整理する。 
 
(1)で示したように、水環境・水資源分野における適応策のメニューは多岐にわたっており、これ

らを実施する際には、個別の技術的課題や法制度面の課題、コスト面の課題等があると想定される。 
例えば、地下水の塩水化防止に関しては、ストック型の水資源である地下水を確保したり、地下

水への塩水浸入を防止する目的で、米国などで人為的に下水の高度処理水を対象に地下水涵養して

いる例（Orange County Water District (OCWD)の Water Factory 21 など）がある。しかし、我が国で
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は、地下水汚染防止の観点から、水質汚濁防止法により、一定の要件を満たす事業場からの有害物

質を含む水の地下浸透が禁止されている。これは、再生水の人為的涵養の推進においての法制度面

の制約・課題の一つと捉えることができる。また、例えば、節水は渇水等の事態に対する有効な適

応策の一つであるが、節水機器に関する適切な情報をいかに効果的・効率的に伝達できるか等、知

識・情報面での課題がある。海水淡水化のような適応策の場合には、低コスト化に向けてまだ技術

開発の余地が大きく、技術的課題、経済的課題の双方を有しているといえる。 
さらに、上記のような個別の課題以前のより根本的な部分で、適応策の推進に関わる多様な主体

間の合意形成や、適応策間のトレードオフの調整、適応策と緩和策のトレードオフの調整など、適

応策であるがゆえに留意しなければならない事項があり、それらは以下のように整理できる。 
 

○適応策実施に関する合意形成 

基本的に長期にわたって起こる変化への対応であり、また極端現象については、従来も生じてい

たことから、適応策の必要性について実感がわきにくく、国民の理解を得るのが容易とは言えない。 
国民の暮らし方や経済活動などに密接な関係を持つ分野だけに、適応策を遂行する上で、地域間、

世代間、種々のセクター間等で利害対立が生じ、これが合意形成を難しくする状況が考えられる。

また、極端事象時の適応能力の向上が平時におけるある種の非効率性や快適性の低下につながる構

図が考えられ、この場合、施策遂行に対して“素朴な抵抗感”が生じやすい。 
 

○適応策間、適応策と緩和策間のトレードオフの調整 

適応策の実施が広範なものになるだけに、また、水システムが流域圏単位で深い相互関連性をも

って一体的に構成されているために、適応策間でトレードオフ的な関係を持つ場合が考えられる。

例えば、極端な豪雨の増加に対応したダム運用等の治水対策と、河川水の安定的利用のための利水

対策等との関係で、この例に当たる場合がありうる。また、適応策と緩和策の間についても同様の

ことが言え、例えば、海水淡水化や未利用水の利用等の適応策が、場合によってはエネルギー消費

の増加を伴う等の例もありうると考えられる。 
 

○影響予測等の限界 

気候変動の予測については急速な進展が見られ、温暖化影響の基本的な方向性や懸念すべき範囲

は明らかになりつつあるが、それでも、本分野の施策遂行において従来用いてきた情報が主に実績

（起こった現象のデータ）に基づく分析をベースにしていることから、それと比べると予測には依

然大きな不確実性を伴う。 
河川生態系への影響は、気候変動から直接もたらされるだけでなく、その水物質循環系への影響

を介す場合も考えられる。加えて適応策の実施に伴う水システムの変更による影響も起こり得るの

で、現象は複雑で影響予測はさらに難しい。 
災害リスクの評価の重要性については既に述べたとおりであるが、影響が広範になるにつれ、従

来個々に考えられがちであった異なる種類の災害事象が相互に影響しあい、連鎖的な事象となって

増幅する局面が考えられる。このような状況は認知されにくく、影響予測の前提となる想定を難し

くする。洪水・高潮氾濫等による水供給機能の低下は、こうした事例の１つである。 
 
以上に例示したバリアは相互に関連して、全体としてさらに適応策実施のハードルを高くする。

この克服を考える上では、本分野（水環境・水資源）が元来、私たちの日々の生活や社会経済の基

盤に深くかかわるものであり、人間社会の複雑な現実も見据えた絵空事でない検討が求められるこ

とを認識しつつ、次のよう視点を持つことが重要と考えられる。 
・温暖化影響を含む様々な災害等のリスクを、国民、地域住民、専門家、政策決定者など必要とさ

れるところに、必要なタイミングでわかりやすく見せていく。適応策の実施によるリスクの軽減
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についても同様であり、これにより適応策実施による状況改善効果をわかりやすく提示できるよ

うにする。 

・温暖化を賢くコントロールし、温暖化影響に賢く適応する人間の行動、地域社会の活動の普及促

進をはかり、国民と協働して対策を進める状況を作っていく。そのために、リスクに関する情報

を土台に、経済や人間の行動に関する原理も必要に応じて活用する。被災経験を持たず、地域と

のつながりが薄い住民が増加し、この点において地域防災力が低下しているというような社会的

な変化も十分考慮する。 

・時間軸を設定し、短期・中期・長期の施策を有機的に連携させながら展開する。そのために、影

響出現の時間的変化を組み込んだ、また予測等の不確実性を考慮して様々なシナリオを幅広く吟

味できる柔軟な「適応の道筋の全体像」を作成する。その上で、順応的アプローチを採用し、気

候変動により生じる種々の自然事象の変化に関する観測データや知見の蓄積に応じてリスク評

価を定期的に行い、その時点での社会状況等の見通しと合わせて、対応の道筋を手直しする。こ

のために、気候変動による水関連事象への影響のモニタリングを強化する。 

・災害等のリスクや対応の道筋の全体像を示しながら、国民、流域住民や利害関係者間での調整や

適応策の総合的な取り組みを検討できる場を作っていく。総合的水資源マネジメントに代表され

るように、流域圏の水に関連する事象を共通軸として適応策、緩和策の統合化、総合化を図り、

相乗効果を発揮させ、国、地方公共団体、その他の公的機関が一貫した姿勢で、しかし柔軟かつ

協調的に施策を推進していく状況を作り出す。同時に、地域独自の取り組みを尊重し、全体的施

策推進方針との相利的関係を作っていくことも重要である。特に、河川や湖沼、里山、農村景観

などに関しては、各地で自然再生や自然との関わりの回復などを目的に、多様な活動が精力的、

継続的、内発的に展開されており、本分野の適応策の実践においても重要な役割を果たすと期待

される。 

・国民、住民の日々の関心が水環境・水資源分野の温暖化影響だけにあるわけではないことも理解

し、本分野に関わる適応策を、各地域の短期から長期にいたる課題解決のための施策と可能な範

囲で連動させていく。特に本分野は、地域づくりと密接な関係を持つので、適応策（や緩和策）

と地域の課題解決をつなぐ方策を工夫し、持続可能な新たな社会の構築を図っていく。このよう

にして、「総合」や「統合」の“概念”だけに頼らず、具体課題解決指向の適応策推進戦略を組

み立てていく。 
 

水環境・水資源分野における温暖化影響は、従来から何らかの形で認知されていた脆弱性をあぶ

り出し、一層高めるものと言え、いきおい適応策は、従来施策群の徹底したバージョンアップと、

議論・検討あるいは一部の実施にとどまっていた施策の本格化が柱の１つとなる。温暖化影響をそ

の機会と捉え、いわば「災い転じて福となす」として、懸案解決を加速させ、新たな地域づくりに

生かすというプラス思考も重要と考えられる。 

さらに、適応策研究において、理論、計画、実施等の様々な過程と、理工学、政策、慣習、世論

等の様々な分野の視点が必要である。そして、これらを包括した議論も求められる。現状では、省

庁、学会、NGO 等も、それぞれの専門分野に特化しており、広範な議論の場が形成されていない。

近年、文理融合を促進するような研究グループ（例：リスクマネージメント研究やサステナビリテ

ィ学研究）がいくつか立ち上がっているが、適応策の推進においても同様の取組が必要である。 
 
(4) 適応策として参考にできる既存の事例・政策 

水環境・水資源分野における適応の具体的な先進事例・優良事例を以下に整理する。既に実施さ

れている事例に加え、研究的要素の強い事例、試行段階・計画段階の事例等も含む。 
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1) 水の相互融通（東京都、川崎市、埼玉県） 

東京都は、非常時における水への安心を高めるため、他県市と水道水を相互に融通する「水の相

互融通」の実施に向けた取組を進めている。2007 年 3 月に、川崎市と共同で整備を進めてきた「東

京・川崎 登戸連絡管」「東京・川崎 町田連絡管」が完成し、これにより、埼玉県との相互融通

に続いて、都県域を越えた水の相互融通が可能となる。 
 
2) 下水処理水、雨水、浸出水等の再利用 

下水処理水、雨水、トンネル等への浸出水等は、直接飲用には使用できないが、トイレの洗浄用

水、植栽などへの散水用水、市街地でのせせらぎ等の環境用水、道路清掃や工事用水、あるいは工

業用水等として活用可能であり、既にいくつかの自治体で再生水供給事業等が行われている。東京

都でも、水資源の有効利用という観点で、再生水利用等が 1980 年代半ばから実施されている。こ

のような再生水、雨水、浸出水利用は水資源に関する適応策の一つとして挙げられる。 
下水処理水に関しては、2004 年度末現在、全国の下水処理場での処理水量は年間 141 億 m3にの

ぼり、その多くは公共用水域に放流されているが、下水処理場内での再利用のほか、電車、トイレ

等の洗浄水、工業用水、公園などのせせらぎ復活用水、消火・防火水、農業用水、融雪用水などと

して再利用されている量は、241 の下水処理場において年間約 1.9 億 m3となっている。 
以下に、都市用水や農業用水等への下水処理水利用事例を挙げる。 

 

①ため池等への下水処理水利用（香川県多度津町再生水利用計画） 
中讃流域下水道金倉川浄化センターの放流水を利用し、高速ろ過・オゾン処理・活性炭吸着等を

行い、農業用水、ため池、河川、せせらぎ水路、公園等に高度処理水を供給し、街中にかつてのせ

せらぎ・水空間を復活させ、ホタルも取り戻そうという計画で、下水処理水を徹底的に循環利用す

るものである。 
 
②農業用水への下水処理水利用（熊本県熊本市） 

熊本市でも処理水を有効利用するため、中部浄化センターでは下水処理水を水田に対し、農業用

水として供給している。また各浄化センターにおいても処理過程の様々な部分で処理水を再利用し

ている。農業用水としての再利用量は 765 万 m3/年（2004 年度）で全国での農業用水としての再利

用量の約 3 分 2 を占めている。 
 
③雑用水等への下水処理水利用（東京都） 

1980 年代半ばから東京都においては、水資源の有効利用という観点で、再生水利用等が実施されている。

下水を高度処理してきれいになった水を、再開発地域等のビルにおけるトイレの洗浄水として供給するとと

もに、水の少ない都市の河川にもせせらぎ用水として供給しています。また、冬は温かく夏は外気よりも冷

たい下水の特性を活用した冷暖房設備の導入も行われている。雨水や漏出水の再利用としては、鉄道などの

トンネルで漏出する地下水を下水に流すのではなく、付近の河川に導水し河川の水質改善や水源涵養に利用

している。 
 
④農業用水への下水処理水利用（沖縄県 4 市町 国営土地改良事業 地区調査） 

2005 年度より、沖縄本島南部の 4 市町（糸満市、豊見城市、南城市、八重瀬町）の島尻地区にお

いて、国営土地改良事業で再生水の農業用水利用の地区調査がなされている。約 1,600ha のサトウ

キビを基幹作物とする畑作地帯である当該地区では、農業用水を天水に依存しているが、農業用水

の確保が急務となっており、このため、那覇浄化センターの処理水から再生水を製造し、農業用水

として利用するためのプロジェクトが進められている。このような、適度な窒素、燐の含有が有利

となる再生水の農業用水等への利用について検討を進めるべきである。下水道政策研究委員会 流
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域管理小委員会 報告書（案）（2007）においても、農業用水への活用は、農地への施肥量の低減に

よる農地からの面源汚濁負荷の低減に有効であるだけでなく、地球温暖化に伴う水資源の不安定化

にも有効であると考えられている。 
 

3) 水害対策としての地下調節池（神田川・環状七号線地下調節池） 

神田川・環状七号線地下調節池は、神田川の水害対策として洪水 54 万立方メートルを貯留する

施設である。平成 1997 年 4 月から供用している一期事業は、昨年の台風 22 号において、これと同

程度の豪雨であった 1993 年の台風 11 号と比較して浸水被害を激減させ、大きな効果を発揮してい

る。現在、神田川支流の善福寺川からの取水施設を建設しており、2006 年 9 月には洪水の取水がで

きることになる。これにより、神田川流域がさらに安全になる。 
 
(5) 適応策の評価手法に関する研究動向 

 
 水環境・水資源分野における適応策のコスト、効果（被害軽減効果）、効率（費用対効果）等を

評価する手法について、その研究動向を以下に整理する。 
 

佐藤ら（2008）や川越ら（2007）は気候データと災害物理モデルを組み合わせて国土交通省の治

水経済マニュアルによる洪水と土砂災害の被害額の予測を行っている。費用便益の考え方に問題は

残るが、コスト面から適応策を考える資料となっている。 

地球環境総合評価と呼ばれる経済モデルを核とした幾つかのモデル（例えば RICE や AIM）など

が、政策の影響を経済面から評価することができる。ここで取り扱う水資源は主に農業生産である

が、水を従属変数にすることによって数値実験が可能である。水の質については今後の研究の発展

が期待される。 
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3.6 今後の課題 

 
(1) 影響の把握 

1) 水資源量への影響の把握 

・将来における水資源変化の推計を行うに際しては、年降水量等だけでなく、季節単位・日単位で

の水資源変化の推計を行う必要がある。 
・気候変動に伴いダムの堆砂量が増える場合は、土砂動態の変化、堆砂量増加による貯水量の低下

について検討する必要がある。 
 
2) 水温・水質の変化の把握 

・豪雨や渇水による河川水質の変化、湖沼における成層と循環の回数の変化、河川水温の変化が生

態系に与える影響等についての研究が必要である。 
 
3) 地下水への影響の把握 

・温暖化に伴う風化作用の促進や土壌微生物活性の増加だけでなく、渇水時における地下水利用の

一時的な増大により、地下水への量的、質的な影響が想定される。したがって、深層地下水など

長期的な履歴を反映していることを考慮した上で、地下水温や水質のモニタリングを継続的に行

い、その時系列評価を行う必要がある。 
・地下水の窒素や微量汚染物質による汚染は、水利用において重要な懸念事項である。適正な汚染

源対策を実施するためにも、地下水の汚染実態と汚染源との関係や影響把握を可能とする地下水

流動・水質モデルを活用した研究が必要である。 
 
4) 水利用への影響の把握 

・渇水や洪水により、水源における濁質成分の増加が予測されるが、それに伴う病原性微生物等の

増加、下水管の腐食・硫化、活性炭投入必要量の増加等の影響についての研究が必要である。 
・長期的な水温の上昇が浄水場における浄水処理性能に影響がないか調査する必要がある。 
・農業用水に対する温暖化の影響の研究が遅れており、渇水と洪水の両面から検討する必要がある。 
 

 
(2) 脆弱性の評価 

1) 水利用への影響の把握 

・脆弱性、適応力の評価に際しては、水資源量だけでなく、水需要量がどのように変化するかにつ

いての予測も重要である。 
・国内の生活用水需要予測では、人口増が見込まれる都市部を除いて、人口減や、節水意識の高ま

り、節水機器の普及等により、生活用水の国内需要量がどの程度減少するかについての予測に関

する調査・情報収集が必要である。 
・国内の工業用水需要予測では、経済指標との関連に関する研究はあるが、温暖化の視点での研究

が必要と考えられる。 
 
2) 脆弱性の評価方法 

・予測、調査・観測、分析等のそれぞれの面で、気候変化による豪雨などの極端現象の外力の変化

をより精度良く把握する手法と、それを組み込んで、災害のリスクを、適応策の検討に資するレ
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ベルで適切に評価する手法を検討する必要がある。中でも、防災施設の安全性や弱点、それらが

機能を喪失したときの災害の起こり方について詳細かつ具体的に把握する体系的な手法の開発

が必要である。 

・降水量等の気候要素だけでなく、人間社会側の水災害に対する防御力を考慮した影響評価を行う

必要がある。 
・極端現象に属する評価法は、現状（あるいはその時々）の防災システムや水資源確保システムの

持つ脆弱性をきめ細かく把握するという観点からはまだ十分とは言えず、今までの技術的蓄積の

上に立って、また急速に進展する気候予測技術の取り込み方とともに、高度化を図っていく必要

がある。 
・自然的脆弱性、社会的脆弱性を総合的に評価する上で必要となるデータは、まだ十分に整備され

ておらず、また、評価のための具体的手法・ツールも未開発の状況にある。これらのデータの整

備、手法・ツールの開発は今後の研究課題である。 
・脆弱性評価の結果を分かりやすく伝える手法として、脆弱性をコストによって表現をする、ある

いは OECD 世界環境白書で用いられている信号表記（赤、黄、青）等のように、一般市民にもわ

かりやすい表現方法を検討する必要がある。 
 
3) その他 

・脆弱性の定義について、様々な考え方があるので、統一するような研究が期待される。また、そ

の際にも、リスクや確率の概念が必要である。特に定量的に脆弱性を決める手法があれば、汎用

性があり包括的に評価することができる。確率表記であれば経済評価なども容易である。金融分

野ではリスクオプション分析があるが、災害等への適用が望まれる。 
 
 
(3) 適応策 

1) 基本的な検討課題 

・適応策間、適応策と緩和策間でのトレードオフ的な関係を整理し、効果的な適応策・緩和策の実

施策の検討を行う必要がある。 

・温暖化影響を含む様々な災害等のリスク、適応策の実施によるリスクの軽減を、国民、地域住民、

専門家、政策決定者など必要とされるところに、必要なタイミングでわかりやすく見せていくと

ともに、地域間、世代間、種々のセクター間等での利害関係の調整や適応策の総合的な取り組み

を検討できる場を作る必要がある。 

・時間軸を設定し、短期・中期・長期の施策を有機的に連携させながら展開するために、影響出現

の時間的変化を組み込んだ、また予測等の不確実性を考慮して様々なシナリオを幅広く吟味でき

る、柔軟な「適応の道筋の全体像」を作成する。その上で、順応的アプローチの採用、リスク評

価の定期的な実施、その時点での社会状況等の見通しと合わせて、対応の道筋の手直しの実施な

どが必要となる。 

・国民、住民の日々の関心が水環境・水資源分野の温暖化影響だけにあるわけではないことも理解

し、本分野に関わる適応策を、各地域の短期から長期にいたる課題解決のための施策と可能な範

囲で連動させていく。特に本分野は、地域づくりと密接な関係を持つので、適応策や緩和策と地

域の課題解決をつなぐ方策を工夫し、持続可能な新たな社会の構築を図っていく必要がある。 

・河川の生態系や土砂動態を含む水・物質循環系への影響、後者を介しての前者への影響、さらに

は各適応策が重なった場合の影響を予測し、河川生態系の保全や健全な水・物質循環系を考慮し

た適応策を総合的に検討するための手法を開発することが求められる。 
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2) 水資源量不足への適応策の検討 

・水資源量不足に対応した新しい水供給源としてどのようなものがあるか、また、それぞれの可能

性について検討する必要がある。例えば、海水淡水化についてのライフサイクルアセスメント的

な評価に関する研究、地下水の利用可能性に関する研究などについて情報収集する必要がある。 
 

3) 水質悪化への適応策の検討 

・温暖化に伴うダム湖表層における水質悪化等に対応した、汚染の程度の少ない中層を利用する等

の対策の有効性の検証を行う必要がある。 
・水道水源をダム湖水など表流水に依存しており、その温暖化に伴う水質変動に対応した浄水プロ

セスを選定することが求められることから、原水水質の将来予測のためにも、流域圏水循環プロ

セスに水質が評価できる物質循環プロセスが組み合わされた統合モデルの構築が求められる。 
 

3) 地下水利用を考慮した適応策の検討 

・都市域における適正な地下水利用を誘導するためには、流域圏の中での水文水循環量に加えて都

市の水利用量の収支を定量的に評価する研究が必要である。 
・地下水は河川や湖沼のように公共用水域ではなく、公共物としては定義されていない。したがっ

て、都市域における地下水を共有すべき公共的な水資源として位置づけるための概念づくり、法

制度、適正管理手法などを含めた研究が必要である。 
・良質で量的にも安定的なストック型水資源である地下水の保全は重要であるが、現時点では、そ

の涵養域や地下流動域の水の流れを定量的に解析できておらず、都市域の自己水資源としての量

的な把握が不十分である。したがって、涵養域を含めた地下水の流動解析と水質変化予測が可能

なモデルを構築することが必要である。 
 

4) 雨水利用を考慮した適応策の検討 

・都市域の水源として、再生水とともに雨水も重要なものとなりえる。したがって、治水対策とし

ての雨水貯留や雨水浸透は、同時に雨水利用や地下水涵養としても位置づけられることから、温

暖化における都市域の雨水管理を多目的な側面からコストと便益を評価する研究が必要である。 
・雨水の水資源としての量的安定性、水質安定性、安全性などを統合的に評価することが必要であ

り、その科学的な知見を水利用者にわかり易く明示する研究が必要である。 
 

5) 水利用における適応策の検討 

・慣行水利権12や過去に設定された特定水利権13の見直しを含め、渇水時における、法規制、価格化

等を含む水の配分方法について研究・検討が必要である。 
・水の配分政策の決定時における合意形成を図る方法に関して、理論的検討を加え、リスクコミュ

ニケーションの視点の含めた汎用性の高いものにしていく必要がある。 
 
6) その他（他分野との連携、適応策の経済性評価など） 

・水資源・水環境分野の適応策は、多くの他分野にも関わる課題なので、農業、自然生態系、経済

等、他の分野の研究者、技術者、実務者間の連携のとれた総合的な検討・研究を行う必要がある。 
・適応策に必要な投資金額の概算を行うなど、適応策の経済性評価を進める必要がある。 

・全国の社会基盤整備の計画である国土形成計画（全国計画）が 2008 年に策定されようとしてお

り、この中に気候変動の考え方が反映されるべきである。 

                                                 
12河川法制定前から得ていた水を使う権利、主に農業用水 
13特別な目的に対して利用を許可する水利権 
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